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1 ．問題
メンタルヘルス不調の発生を未然に防ぎ，労働者の
健康増進を図るための一次予防は，個人へのアプロー
チと環境要因へのアプローチとに大別される．前者は，
コーピングスキルやリラクセーション技法等を習得さ
せたりソーシャルサポートを充実させたりすることに
よって，個人のストレス対処能力の向上を図るもので
ある．後者は，組織や職場においてストレス要因となっ
ている環境要因を特定し，それらを除去・低減するこ
と，すなわち職場環境等の改善（以下，職場環境改善
と略す）を行うものである（高橋ほか 2016: 361）．
国際労働機関（ILO）によれば，世界 9 カ国から収
集した19のストレス対策の成功事例のうち，14の事例
が職場環境改善によるものであった（Karasek 1992: 
41）．そして，個人へのアプローチの効果が一時的，
限定的であるのに比べ，職場環境改善を通じた環境要
因へのアプローチの方がより効果が持続すると報告さ
れている（Karasek 1992: 41）．
本邦においては，2015年に労働安全衛生法が改正施
行され，メンタルヘルス不調の未然防止を図る一次予
防を目的としたストレスチェック制度が義務化され
た．またそれに伴って，集団分析とその分析結果に基
づく職場環境改善の実施が努力義務化された．
ところで，この職場環境改善に関しては，改善効果
が認められること（Karasek 1992: 23）や科学的根拠
がある方法であること（川上 2012: 896-899）が明ら
かにされている．また，職場環境改善の活動類型を改
善主体によって分類すれば経営者主導型，管理職主導
型，専門家主導型，労働者参加型などに分けられるが，
これらのうち労働者参加型が有効な方法であることが
報 告 さ れ て い る（Semmer 2006: 527; Nielsen and 
Randall 2013: 617; 吉川 2016: 126）．
その一方で，ポジティブな取り組みが当初ねらった
効果とは異なるネガティブな効果や副作用を引き起こ
す場合もあるとの指摘（Semmer 2006: 515）や，経
営合理化に伴う取り組みでは効果が認められないとの
報告（Bambra et al. 2007: 1037）もあり，必ずしも研
究結果が一貫しているわけではない．また，改善活動
を担う職場管理者や職場成員は職場環境改善の素人で
あるが故に，活動支援者として組織内の保健師・看護
師や外部の専門家等が存在しないケースではうまくい
かないことも報告されている（Biron et al. 2010: 135-
158）．さらに，実際の改善活動の内容が複雑で多岐に
わたるため，どのような改善策がどのようなアウトカ
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職場環境改善の効果については，必ずしも研究結果が一貫しているわけではない．また，実際の改善活動の内容
が複雑で多岐にわたるため，どのような改善策や方法が有効であるかが十分に明らかにされているわけではない．こ
れらのことから，職場環境改善の内容や方法とその効果に関するさらなる研究が求められる．そこで，職場環境改善
とその効果に関する63本の論文についてレビューした．
その結果，いずれかのアウトカムに改善効果が認められた研究は全体の55.6％であった．また，労働者参加型や活
動支援者がいる研究では，改善効果が認められた比率が高かった．加えて，改善策ごとに活動類型，活動支援者の有
無，アウトカムと改善効果との関連性を分析した．その結果，（ 1 ）改善策のうち「教育研修の実施」「情報共有」「職
場活性化」「評価・報酬」では，労働者参加型の比率が高かった．（ 2 ）「教育研修の実施」「職場活性化」「評価・報酬」
では，活動支援者がいる比率が高かった．（ 3 ）「作業負荷の軽減」及び「生産方式の見直し」を除いた 7 つの改善策
では，心理社会的アウトカム及び健康アウトカムの両者に改善効果が得られた比率が高かった．
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ムに有効であるかが，十分に明らかにされているわけ
ではない．これらのことから，職場環境改善の内容や
方法とその効果に関するさらなる研究が求められる．
そこで本研究では，実証研究に至る前段階として，
いかなる改善策や方法がいかなる効果を及ぼすのか
を，文献レビューを通して明らかにするすることを目
的とする．
なお本稿では，職場環境等を換気，照明，騒音，温
度・湿度，作業レイアウト等の物理化学的環境のみに
限定せず，作業方法，労働時間，仕事の質や量，職場
の人間関係，職場文化・風土等を含む，広い意味での
ストレス要因となりうるものとして扱う．
2 ．方法
2.1　分析対象とした論文
文献レビューに当たっては，まず本研究目的の趣旨に
沿ったレビュー論文を検索し，その中から分析対象とす
る論文を選定した．具体的には，前向きの縦断研究であ
るか否か，対照群の有無，ベースライン調査の回答率，
追跡調査時の回答率，無回答者や中途脱落者の調整等，
論文選定方法の水準が高く，近年の研究成果をフォロー
していることをレビュー論文の選定基準とした．
そして，職場環境改善とその効果について明らかに
するという本研究にとって有用な知見が得られると判
断された，次の 3 本のレビュー論文を選定した．
（ 1 ）Egan, M. Bambra, C. Thomas, S. Petticrew, M. 
Whitehead, M.  and  Thomson,  H. （2007） “The 
psychosocial  and  health  effects  of  workplace 
reorganisat ion.   1.   A  systematic  review  of 
organisational-level  interventions  that  aim  to 
increase employee control”, Journal of Epidemiology 
and Community Health, Vol.61, pp. 945-954.
（ 2 ）Bambra, C. Egan, M. Thomas, S. Petticrew, M. 
and Whitehead, M. （2007） “The psychosocial and 
health  effects  of workplace  reorganisation.  2. A 
systemat ic   rev iew  o f   task  restructur ing 
interventions”,　Journal of Epidemiology and 
Community Health, Vol.61, pp. 1028-1037.
（ 3 ）Montano, D. Hoven, H. and Siegrist, J.（2014） 
“Effects  of  organisational-level  interventions  at 
work on employees’ health: a systematic review”, 
BMC Public Health, Vol.14: 135.
文献（ 1 ）には1981～2006年に公表された18本，（ 2 ）
には1986～2004年に公表された19本，（ 3 ）には1993
～2012年に公表された39本，合計76本の論文が採録さ
れていた.このうち，（ 1 ）労働者の健康増進を図る一
次予防を目的としていること，（ 2 ）個人レベルでは
なく組織レベルの介入であること，（ 3 ）心理社会的
アウトカム（仕事の負荷，仕事の裁量権，ソーシャル
サポート等）と健康アウトカム（身体的健康，メンタ
ルヘルス，欠勤等）の両方またはいずれかを測定して
いること，の 3 条件を満たしている63本の論文を分析
対象とした（論文リストは付録を参照）．
2.2　分析方法
（ 1 ）すべての論文を対象として，研究国，研究対
象者，活動類型（労働者参加型か非参加型か），活動
支援者の有無，改善効果の有無について度数分布表を
作成した．
（ 2 ）活動類型と改善効果の有無，及び活動支援者
の有無と改善効果の有無とのχ2検定を実施した．χ2
検定の実施に際しては，帰無仮説を「検定統計量に差
がない」，対立仮説を「検定統計量に差がある」と設
定した．また，有意確率については，p <  .05を「有
意である」，p <  .10を「有意傾向である」と解釈する
こととした．
（ 3 ）実施された改善策及び測定されたアウトカム
すべてをピックアップした上で分類した．
（ 4 ）実施された延べ274の改善策を対象として，改
善策と改善効果の有無とのクロス集計を実施した．
（ 5 ） 9 つの改善策ごとに，活動類型と改善効果の有
無，及び活動支援者の有無と改善効果の有無とのクロ
ス集計を実施した．また， 9 つの改善策ごとに，アウト
カム改善効果の差異に関する度数分布表を作成した．
3 ．結果
3.1　分析対象論文の特徴
研究は，イギリス，スウェーデン，デンマーク，オ
ランダなどの欧州，アメリカ，カナダの北米で多く行
われていた．研究対象者は，工場労働者（34.9%）や
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医療従事者（31.7%）が多かった．また，労働者参加
型は46.0％，活動支援者が存在する研究は12.7％，改
善効果が認められた研究は55.6％であった（表1）．
3.2　活動類型及び活動支援者の有無による改善
効果の差異
活動類型（労働者参加型か非参加型か）と改善効果
の有無とのχ2検定の結果，表 2 のとおり，労働者参
加型では，改善効果なしの比率よりも改善効果ありの
比率のほうが有意に高かった（31.0% < 69.0％ , χ2 = 
3.91, p < .05）．一方，非参加型では，改善効果なしの
比率が改善効果ありの比率よりも有意に高かった
（55.9% > 44.1%, χ2 = 3.91, p < .05）．
また，活動支援者の有無と改善効果の有無とのχ2
検定を行った．その結果，表 3 のとおり，活動支援者
ありの場合は，改善効果なしの比率よりも改善効果あ
りの比率のほうが高い傾向にあった（12.5% < 87.5％ , 
χ2 = 3.79, p < .10）．
3.3　改善策及びアウトカムの集約・区分
1 つの論文においても，例えば管理者の役割明確化，
職場成員の裁量権拡大，職場成員の増員，職場会議の
開催など，複数の改善策を同時に実施している場合が
多い．また，例えば仕事の負荷，上司の支援，同僚の
支援，心理的ストレス反応など，複数のアウトカムを
測定している研究も見受けられる．そこで，実施され
た改善策及び測定されたアウトカムすべてをピック
アップした上で分類し， 9 つの改善策（表 4 ）， 2 つ
のアウトカム（表 5 ）に集約・区分した．
改善策のうち，1 の「作業負荷の軽減」から 5 の「職
場体制の見直し（組織再設計）」までの 5 つは，仕事
の進め方やスケジュール，仕事を遂行するための組織
体制の態様等に焦点を当てた改善策である．他方， 6
表１．分析対象論文の特徴
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制の態様等に焦点を当てた改善策である．他方，6 の
「教育研修の実施」から 9 の「評価・報酬」までの 4
つは，教育内容や方法，労働者間の相互作用のあり方
等人間に焦点を当てた改善策ということができる． 
一方，アウトカムは心理社会的アウトカムと健康ア
ウトカムの 2 つに大別した．前者のうち「人間工学的
状態」には，事故率，傷害率等が含まれる．後者のう
ち「身体的健康」には，睡眠の状態，疲労，肩・首・
本数 構成比 本数 構成比
研究国 １．スウェーデン 8 12.7% 研究対象者 １．公務員 6 9.5%
２．フィンランド 1 1.6% ２．警察官 1 1.6%
３．ノルウェー 4 6.3% ３．運転手 2 3.2%
４．イギリス 14 22.2% ４．郵便局員 3 4.8%
５．デンマーク 7 11.1% ５．建設労働者 2 3.2%
６．オランダ 6 9.5% ６．工場労働者 22 34.9%
７．ドイツ 1 1.6% ７．医療従事者 20 31.7%
８．イタリア 1 1.6% ８．清掃員 3 4.8%
９．オーストリア 1 1.6% ９．店舗販売員 4 6.3%
10．アメリカ 11 17.5% 合計 63 100.0%
11．カナダ 6 9.5% 活動類型 ０．非参加型 34 54.0%
12．オーストリア 1 1.6% １．参加型 29 46.0%
13．日本 2 3.2% 合計 63 100.0%
合計 63 100.0% 活動支援者 ０．支援者なし 55 87.3%
１．支援者あり 8 12.7%
合計 63 100.0%
改善効果 ０．改善効果なし 28 44.4%
１．改善効果あり 35 55.6%
合計 63 100.0%
内　　訳 内　　訳
表１．分析対象論文の特徴
ｎ ％ ｎ ％
非参加型 19 55.9 15 44.1
参加型 9 31.0 20 69.0
合計 28 44.4 35 55.6
注）構成比率が有意に高いほうに網かけを施した。
χ２値=3.91  p<.05
表２．活動類型による改善効果の差異
（χ２検定）
改善効果
な　し あ　り
ｎ ％ ｎ ％
活動支援者なし 27 49.1 28 50.9
活動支援者あり 1 12.5 7 87.5
合計 28 44.4 35 55.6
注）構成比率が有意に高い傾向のほうに網かけを施した。
χ２値=3.79  p<.10
表３．活動支援者の有無による改善効果の差異
（χ２検定）
改善効果
な　し あ　り
表２．活動類型による改善効果の差異
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５．デンマーク 7 11.1% ５．建設労働者 2 3.2%
６．オランダ 6 9.5% ６．工場労働者 22 34.9%
７．ドイツ 1 1.6% ７．医療従事者 20 31.7%
８．イタリア 1 1.6% ８．清掃員 3 4.8%
９．オーストリア 1 1.6% ９．店舗販売員 4 6.3%
10．アメリカ 11 17.5% 合計 63 100.0%
11．カナダ 6 9.5% 活動類型 ０．非参加型 34 54.0%
12．オーストリア 1 1.6% １．参加型 29 46.0%
13．日本 2 3.2% 合計 63 100.0%
合計 63 100.0% 活動支援者 ０．支援者なし 55 87.3%
１．支援者あり 8 12.7%
合計 63 100.0%
改善効果 ０．改善効果なし 28 44.4%
１．改善効果あり 35 55.6%
合計 63 100.0%
内　　訳 内　　訳
表１．分析対象論文の特徴
ｎ ％ ｎ ％
非参加型 19 55.9 15 44.1
参加型 9 31.0 20 69.0
合計 28 44.4 35 55.6
注）構成比率が有意に高いほうに網かけを施した。
χ２値=3.91  p<.05
表２．活動類型による改善効果の差異
（χ２検定）
改善効果
な　し あ　り
ｎ ％ ｎ ％
活動支援者なし 27 49.1 28 50.9
活動支援者あり 1 12.5 7 87.5
合計 28 44.4 35 55.6
注）構成比率が有意に高い傾向のほうに網かけを施した。
χ２値=3.79  p<.10
表３．活動支援者の有無による改善効果の差異
（χ２検定）
改善効果
な　し あ　り
表３．活動支援者の有無による改善効果の差異
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3.2 活動類型及び活動支援者の有無による改善効果
の差異 
活動類型（労働者参加型か非参加型か）と改善効果
の有無とのχ２検定の結果，表 2 のとおり，労働者参加
型では，改善効果なしの比率よりも改善効果ありの比
率のほうが有意に高かった（31.0% < 69.0％, χ２ = 3.91, 
p < .05）．一方，非参加型では，改善効果なしの比率が
改善効果ありの比率よりも有意に高かった（55.9% > 
44.1%, χ２ = 3.91, p < .05）． 
また，活動支援者の有無と改善効果の有無とのχ２
検定を行った．その結果，表 3 のとおり，活動支援者
ありの場合は，改善効果なしの比率よりも改善効果あ
りの比率のほうが高い傾向にあった（12.5% < 87.5％, 
χ２ = 3.79, p < .10）． 
 
3.3 改善策及びアウトカムの集約・区分 
1 つ 論文においても，例えば管理者の役割明確化，
職場成員の裁量権拡大，職場成員の増員，職場会議の
開催など，複数の改善策を同時 実施している場合が
多い．また，例えば仕事の負荷，上司の支援，同僚の
支援，心理的ストレス反応など，複数 アウトカムを
測 している研究も見受けられる．そこで，実施され
た改善策及び測定されたアウトカムすべてをピックア
ップした上で分類し，9 つの改善策 表 4），2 つのア
ウトカム（表 5）に集約・区分した． 
改善策のうち，1 の「作業負荷の軽減」から 5 の「職
場体制の見直し（組織再設計）」までの 5 つは，仕事の
進め方やスケジュール，仕事を遂行するための組織体
制の態様等に焦点を当てた改善策である．他方，6
「教育研修の実施」から 9 の「評価・報酬」までの 4
つは，教育内容や方法，労働者間の相互作用のあり方
等人間に焦点を当てた改善策ということができる． 
一方，アウトカムは心理社会的アウトカムと健康ア
ウトカムの 2 つに大別した．前者のうち「人間工学的
状態」には，事故率，傷害率等が含まれる．後者のう
ち「身体的健康」には，睡眠の状態，疲労，肩・首・
本数 構成比 本数 構成比
研究国 １．スウェーデン 8 12.7% 研究対象者 １．公務員 6 9.5%
２．フィンランド 1 1.6% ２．警察官 1 1.6%
３．ノルウェー 4 6.3% ３．運転手 2 3.2%
４．イギリス 14 22.2% ４．郵便局員 3 4.8%
５．デンマーク 7 11.1% ５．建設労働者 2 3.2%
６．オランダ 6 9.5% ６．工場労働者 22 34.9%
７．ドイツ 1 1.6% ７．医療従事者 20 31.7%
８．イタリア 1 1.6% ８．清掃員 3 4.8%
９．オーストリア 1 1.6% ９．店舗販売員 4 6.3%
10．アメリカ 11 17.5% 合計 63 100.0%
11．カナダ 6 9.5% 活動類型 ０．非参加型 34 54.0%
12．オーストリア 1 1.6% １．参加型 29 46.0%
13．日本 2 3.2% 合計 63 100.0%
合計 63 100.0% 活動支援者 ０．支援者なし 55 87.3%
１．支援者あり 8 12.7%
合計 63 100.0%
改善効果 ０．改善効果なし 28 44.4%
１．改善効果あり 35 55.6%
合計 63 100.0%
内　　訳 内　　訳
表１．分析対象論文の特
ｎ ％ ｎ ％
非参加型 19 55.9 15 44.1
参加型 9 31.0 20 69.0
合計 28 44.4 35 55.6
注）構成比率が有意に高いほうに網かけを施した。
χ２値=3.91  p<.05
表２．活動類型による改善効果の差異
（χ２検定）
改善効果
な　し あ　り
ｎ ％ ｎ ％
活動支援者なし 27 49.1 28 50.9
活動支援者あり 1 12.5 7 87.5
合計 28 44.4 35 55.6
注）構成比率が有意に高い傾向のほうに網かけを施した。
χ２値=3.79  p<.10
表３．活動支援者の有無による改善効果の差異
（χ２検定）
改善効果
な　し あ　り
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の「教育研修の実施」から 9 の「評価・報酬」までの
4 つは，教育内容や方法，労働者間の相互作用のあり
方等人間に焦点を当てた改善策ということができる．
一方，アウトカムは心理社会的アウトカムと健康ア
ウトカムの 2 つに大別した．前者のうち「人間工学的
状態」には，事故率，傷害率等が含まれる．後者のう
ち「身体的健康」には，睡眠の状態，疲労，肩・首・
腰・背部痛等が含まれる．また「精神的健康」には，
心理的ストレス反応，メンタルヘルス，バーンアウト
等が含まれる．
3.4　改善策と改善効果の有無とのクロス集計結果
改善策の区別を行わずに全体をプールしたデータで
ある延べ274の改善策を対象として，改善効果の有無
とクロス集計表を作成した．その結果が表 6 である．
改善効果ありの比率は，「作業負荷の軽減」（88.5％），
「職場活性化」（85.5％），「評価・報酬」（84.2％），「教
育研修の実施」（83.3％）の順で高かった．
反対に改善効果なしの比率は，「情報共有」（30.4％），
「職場体制の見直し」（24.0％），「業務プロセスの見直し」
（22.9％），「生産方式の見直し」（22.2％），「労働時間
の見直し」（21.4％）の順で高かった．
3.5　改善策ごとの，活動類型と改善効果の有無
とのクロス集計結果
1 ～ 9 の改善策ごとに，活動類型（労働者参加型か
非参加型か）と改善効果の有無とのクロス集計を行っ
表４．改善策の区分
著者名・タイトル 
腰・背部痛等が含まれる．また「精神的健康」には，
心理的ストレス反応，メンタルヘルス，バーンアウト
等が含まれる． 
 
3.4 改善策と改善効果の有無とのクロス集計結果 
改善策の区別を行わずに全体をプールしたデータで
ある延べ 274の改善策を対象として，改善効果の有無
とクロス集計表を作成した．その結果が表 6である．
改善効果ありの比率は，「作業負荷の軽減」（88.5％），
「職場活性化」（85.5％），「評価・報酬」（84.2％），「教
育研修の実施」（83.3％）の順で高かった． 
反対に改善効果なしの比率は，「情報共有」（30.4％），
「職場体制の見直し」（24.0％），「業務プロセスの見直
し」（22.9％），「生産方式の見直し」（22.2％），「労働時
間の見直し」（21.4％）の順で高かった． 
 
3.5 改善策ごとの，活動類型と改善効果の有無との
クロス集計結果 
1～9の改善策ごとに，活動類型（労働者参加型か非
参加型か）と改善効果の有無とのクロス集計を行った．
なお，改善策ごとの分析ではサンプル数が小さくなる
ことから，統計的仮説検定は行わなかった． 
その結果，「作業負荷の軽減」（n=26）では，労働者
参加型が 61.5％（n=16），非参加型が 38.5％（n=10）で
あった．また，労働者参加型で改善効果ありの比率は
100.0％（n=16），非参加型で改善効果ありの比率は
70.0％（n=7）であった．以下，「生産方式の見直し」か
区分 具体的な実施内容 区分 具体的な実施内容
1 作業負荷の軽減 個人用保護具の装着 6 教育研修の実施 新技術・スキルの習得訓練
育教全安し直見の順手搬運物量重
育教スルヘルタンメ減軽の荷負げ揚荷
い合ちか分・有共の験経入導の置装げ揚荷
）ＴＪＯ（習学るよに践実入導の置装助補動移
習学のらかスィテクラプドッグ上向の能性械機
安全な機器の設置 7 情報共有 週1回のスタッフ会議
グンィテーミ的期定入導のムテスシ理管全安
催開の議会場職式方産生ムイタ・ンイ・トスャジし直見の式方産生2
行発のータレスーュニ式方産生ンーリ
新更・用活の板示掲化ターュピンコのンイラ産生
置設の箱見意員業従グンリアニジンエリ
施実のトーケンア員業従大拡務職し直見のスセロプ務業3
成作のンョジビ場職化工能多
プライマリーナーシング 8 職場活性化 意思決定への参加機会の拡大
置設のムーチ決解題問るよに員業従計設再務職
置設の会員委討検るよに者表代場職化準標の順手業作
化発活のンョシーケニュミコ加増の間時備準業作
成醸の感体一場職、クーワムーチ加増の業作同共
進促のトンメトッミコ員業従更変部一の線路スバ
消解のトクリフンコし直見のルーュジケス務業し直見の間時働労4
勤務シフトの見直し 9 評価・報酬 業績のフィードバック
クッバドーィフな的常日入導のムイタスクッレフ
入導のムテスシ・ブィテンセンイ保確の間時憩休
加増のスナーボ減削の者督監間中し直見の制体場職5
（組織再設計） サブ監督者の配置
少人数チームの編成
（繁忙期の）増員
人員配置の見直し（適材適所）
ジョブ・ローテーションの実施
自主的ワークグループの導入
役割分担の明確化
責任の明確化
メンバーへの権限委譲
表４．改善策の区分
11 仕事の要求度・負荷 21 身体的健康
12 仕事の裁量権・コントロール （睡眠、疲労、肩や背部痛等）
13 ソーシャルサポート 22 精神的健康（メンタルヘルス等）
14 人間工学的状態 23 欠勤、休業
（事故率、傷害率等）
表５．アウトカムの区分
1  心理社会的アウトカム 2  健康アウトカム
表５．アウトカムの区分
著者名・タイトル 
腰・背部痛等が含まれる．また「精神的健康」には，
心理的ストレス反応，メンタルヘルス，バーンアウト
等が含まれる． 
 
3.4 改善策と改善効果の有無とのクロス集計結果 
改善策 区別を行わずに全体をプールしたデータで
ある延べ 274の改善策を対象として，改善効果の有無
とクロス集計表を作成した．そ 結果が表 6である．
改善効果ありの比率は，「作業負荷の軽減」（88.5％），
「職場活性化」（85.5％），「評価・報酬」（84.2％），「教
育研修の実施」（83.3％）の順で高かった． 
反対に改善効果なしの比率は，「情報共有」（30.4％），
「職場体制の見直し」（24.0％），「業務プロセスの見直
し」（22.9％），「生産方式の見直し」（22.2％），「労働時
間の見直し」（21.4％）の順で高かった． 
 
3.5 改善策ごとの，活動類型と改善効果 有無との
クロス集計結果 
1～9の改善策ごとに，活動類型（労働者参加型か非
参加型か）と改善効果の有無とのクロス集計を行った．
なお，改善策ご の分析ではサンプル数が小さくなる
ことから，統計的仮説検定は行わなかった． 
その結果，「作業負荷の軽減」（n=26）では，労働者
参加型が 61.5％（n=16），非参加型が 38.5％（n=10）で
あった．また，労働者参加型で改善効果ありの比率は
100.0％（n=16），非参加型で改善効果ありの比率は
70.0％（n=7）であった．以下，「生産方式の見直し」か
区分 具体的な実施内容 区分 具体的な実施内容
1 作業負荷の軽減 個人用保護具の装着 6 教育研修の実施 新技術・スキルの習得訓練
育教全安し直見の順手搬運物量重
育教スルヘルタンメ減軽の荷負げ揚荷
い合ちか分・有共の験経入導の置装げ揚荷
）ＴＪＯ（習学るよに践実入導の置装助補動移
習学のらかスィテクラプドッグ上向の能性械機
安全な機器の設置 7 情報共有 週1回のスタッフ会議
グンィテーミ的期定入導のムテスシ理管全安
催開の議会場職式方産生ムイタ・ンイ・トスャジし直見の式方産生2
行発のータレスーュニ式方産生ンーリ
新更・用活の板示掲化ターュピンコのンイラ産生
置設の箱見意員業従グンリアニジンエリ
施実のトーケンア員業従大拡務職し直見のスセロプ務業3
成作のンョジビ場職化工能多
プライマリーナーシング 8 職場活性化 意思決定への参加機会の拡大
置設のムーチ決解題問るよに員業従計設再務職
置設の会員委討検るよに者表代場職化準標の順手業作
化発活のンョシーケニュミコ加増の間時備準業作
成醸の感体一場職、クーワムーチ加増の業作同共
進促のトンメトッミコ員業従更変部一の線路スバ
消解のトクリフンコし直見のルーュジケス務業し直見の間時働労4
勤務シフトの見直し 9 評価・報酬 業績のフィードバック
クッバドーィフな的常日入導のムイタスクッレフ
入導のムテスシ・ブィテンセンイ保確の間時憩休
加増のスナーボ減削の者督監間中し直見の制体場職5
（組織再設計） サブ監督者の配置
少人数チームの編成
（繁忙期の）増員
人員配置の見直し（適材適所）
ジョブ・ローテーションの実施
自主的ワークグループの導入
役割分担の明確化
責任の明確化
メンバーへの権限委譲
表４．改善策の区分
11 仕事の要求度・負荷 21 身体的健康
12 仕事の裁量権・コントロール （睡眠、疲労、肩や背部痛等）
13 ソーシャルサポート 22 精神的健康（メンタルヘルス等）
14 人間工学的状態 23 欠勤、休業
（事故率、傷害率等）
．アウトカムの区分
1  心理社会 2  健康アウトカム
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た．なお，改善策ごとの分析ではサンプル数が小さく
なることから，統計的仮説検定は行わなかった．
その結果，「作業負荷の軽減」（n=26）では，労働
者参加型が61.5％（n=16），非参加型が38.5％（n=10）
であった．また，労働者参加型で改善効果ありの比率
は100.0％（n=16），非参加型で改善効果ありの比率は
70.0％（n= 7 ）であった．以下，「生産方式の見直し」
から「評価・報酬」についても，同様のクロス集計を
行った．
図 1 は，改善策別に活動類型の構成比率を一覧で示
したものである．労働者参加型の比率は，「職場活性化」
（98.4％），「情報共有」（91.3％），「評価・報酬」（84.2％），
「教育研修の実施」（77.8％）の順で高かった．一方，「生
産方式の見直し」は，非参加型の比率が100％であった．
図 2 は，改善策別に，労働者参加型かつ改善効果あ
りの比率と非参加型かつ改善効果ありの比率を一覧で
示したものである．非参加型の比率が100％である「生
産方式の見直し」を除いて，労働者参加型のほうが非
参加型よりも改善効果ありの比率が高かった．
　
3.6　改善策ごとの，活動支援者の有無と改善効
果の有無とのクロス集計結果
1 ～ 9 の改善策ごとに，活動支援者の有無と改善効
果の有無とのクロス集計を行った．なお，改善策ごと
の分析ではサンプル数が小さくなることから，統計的
仮説検定は行わなかった．
その結果，「作業負荷の軽減」（n=26）では，活動
支援者ありが3.8％（n= 1 ），活動支援者なしが96.2％
（n=25）であった．また，活動支援者ありで改善効果
ありの比率は100.0％（n= 1 ），活動支援者なしで改善
効果ありの比率は88.0％（n=22）であった．以下，「生
産方式の見直し」から「評価・報酬」についても，同
様のクロス集計を行った．
図 3 は，改善策別に活動支援者の有無の構成比率を
一覧で示したものである．活動支援者ありの比率は，
「職場活性化」（50.0％），「評価・報酬」（42.1％），「教
育研修の実施」（36.1％）の順で高かった．一方，活
動 支 援 者 な し の 比 率 は，「 生 産 方 式 の 見 直 し 」
（100.0％），「業務プロセスの見直し」（97.1％），「作業
負荷の軽減」（96.2％），「職場体制の見直し」（90.0％）
の順で高かった．
図 4 は，改善策別に，活動支援者ありかつ改善効果
ありの比率と活動支援者なしかつ改善効果ありの比率
を一覧で示したものである．活動支援者なしの比率が
100％である「生産方式の見直し」を除いて，活動支
援者ありのほうが活動支援者なしよりも改善効果あり
の比率が高かった．
　
3.7　改善策ごとの，アウトカム改善効果の差異
1 ～ 9 の改善策ごとに，アウトカム改善効果の得ら
れ方の差異に関する度数分布表を作成した．
その結果，「作業負荷の軽減」（n=26）では，心理
社会的アウトカム及び健康アウトカムの両者ともに改
善効果が得られなかった比率は11.5％（n= 3 ），心理
社会的アウトカムのみに改善効果が得られた比率は
0.0％（n= 0 ），健康アウトカムのみに改善効果が得ら
れた比率は53.8％（n=14），両者ともに改善効果が得
られた比率は34.6％（n= 9 ）であった．以下，「生産
方式の見直し」から「評価・報酬」についても，同様
の集計を行った．
図 5 は，改善策別にアウトカム改善効果の得られ方
の差異を一覧で示したものである． 3 の「業務プロセ
スの見直し」から 9 の「評価・報酬」については，心
理社会的アウトカム及び健康アウトカムの両者ともに
改善効果が得られた比率が最も高かった．
表６．改善策と改善効果の有無とのクロス集計表
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ら「評価・報酬」についても，同様のクロス集計を行
った． 
図 1 は，改善策別に活動類型の構成比率を一覧で示
したものである．労働者参加型の比率は，「職場活性化」
（98.4％），「情報共有」（91.3％），「評価・報酬」（84.2％），
「教育研修の実施」（77.8％）の順で高かった．一方，
「生産方式の見直し」は，非参加型の比率が 100％で
あった． 
図 2 は，改善策別に，労働者参加型かつ改善効果あ
りの比率と非参加型かつ改善効果ありの比率を一覧で
示したものである．非参加型の比率が 100％である「生
産方式の見直し」を除いて，労働者参加型のほうが非
参加型よりも改善効果ありの比率が高かった． 
 
3.6 改善策ごとの，活動支援者の有無と改善効果の
有無とのクロス集計結果 
1～9 の改善策ごとに，活動支援者の有無と改善効果
の有無とのクロス集計を行った．なお，改善策ごとの
分析ではサンプル数が小さくなることから，統計的仮
説検定は行わなかった． 
その結果，「作業負荷の軽減」（n=26）では，活動支
援者ありが3.8％（n=1）活動支援者なしが96.2％（n=25）
であった．また，活動支援者ありで改善効果ありの比
率は 100.0％（n=1），活動支援者なしで改善効果ありの
比率は 88.0％（n=22）であった．以下，「生産方式の見
直し」から「評価・報酬」についても，同様のクロス
集計を行った． 
図 3 は，改善策別に活動支援者の有無の構成比率を
一覧で示したものである．活動支援者ありの比率は，
「職場活性化」（50.0％），「評価・報酬」（42.1％），「教
育研修の実施」（36.1％）の順で高かった．一方，活動
支援者なしの比率は，「生産方式の見直し」（100.0％），
「業務プロセスの見直し」（97.1％），「作業負荷の軽減」
（96.2％），「職場体制の見直し」（90.0％）の順で高か
った． 
図 4 は，改善策別に，活動支援者ありかつ改善効果
ありの比率と活動支援者なしかつ改善効果ありの比率
を一覧で示したものである．活動支援者なしの比率が
100％である「生産方式の見直し」を除いて，活動支援
者ありのほうが活動支援者なしよりも改善効果ありの
比率が高かった． 
 
3.7 改善策ごとの，アウトカム改善効果の差異 
1～9 の改善策ごとに，アウトカム改善効果の得られ
方の差異に関する度数分布表を作成した． 
その結果，「作業負荷の軽減」（n=26）では，心理社
会的アウトカム及び健康アウトカムの両者ともに改善
効果が得られなかった比率は 11.5％（n=3），心理社会
的アウトカムのみに改善効果が得られた比率は 0.0％
（n=0），健康アウトカムのみに改善効果が得られた比
率は 53.8％（n=14），両者ともに改善効果が得られた比
率は 34.6％（n=9）であった．以下，「生産方式の見直
し」から「評価・報酬」についても，同様の集計を行
った． 
図 5 は，改善策別にアウトカム改善効果の得られ方
の差異を一覧で示したものである．3 の「業務プロセ
スの見直し」から 9 の「評価・報酬」については，心
理社会的アウトカム及び健康アウトカムの両者ともに
改善効果が得られた比率が最も高かった． 
一方，1 の「作業負荷の軽減」では，健康アウトカム
のみに改善効果が得られた比率が 53.8％と最も高かっ
た．また，2 の「生産方式 見直し」では，心理社会的
アウトカムのみに改善効果が得られた比率が 77.8％と
0 効果なし 1 効果あり
n 3 23 26
% 11.5% 88.5% 100.0%
n 2 7 9
% 22.2% 77.8% 100.0%
n 8 27 35
% 22.9% 77.1% 100.0%
n 3 11 14
% 21.4% 78.6% 100.0%
n 12 38 50
% 24.0% 76.0% 100.0%
n 6 30 36
% 16.7% 83.3% 100.0%
n 7 16 23
% 30.4% 69.6% 100.0%
n 9 53 62
% 14.5% 85.5% 100.0%
n 3 16 19
% 15.8% 84.2% 100.0%
n 53 221 274
% 19.3% 80.7% 100.0%
7 情報共有
8 職場活性化
9 評価・報酬
表６．改善策と改善効果の有無とのクロス集計表
合　計
改善効果
合計
1 作業負荷の軽減
2 生産方式の見直し
3 業務プロセスの
   見直し
4 労働時間の見直し
5 職場体制の見直し
6 教育研修の実施
─  32  ─
髙橋 修・職場環境改善とその効果に関する考察
一方， 1 の「作業負荷の軽減」では，健康アウトカ
ムのみに改善効果が得られた比率が53.8％と最も高
かった．また， 2 の「生産方式の見直し」では，心理
社会的アウトカムのみに改善効果が得られた比率が
77.8％と最も高かった． 
4 ．考察
4.1　改善効果の有無に影響する要因
職場環境改善において活動類型（労働者参加型か非
参加型か）によって改善効果に差異があるかどうかを
検定した．その結果，表 2 に示したとおり，労働者参
加型では改善効果ありの比率が有意に高かった．一方，
非参加型では，改善効果なしの比率が有意に高かった．
これは，労働者参加型の有効性を指摘したSemmer
（2006: 527），Nielsen and Randall（2013: 617），吉川
（2016: 126），高橋ほか（2016: 372）等の先行研究を支
持する結果となった．
職場管理者や職場成員は，職場環境改善を行う自分
の職場に関して，その強みや弱み，問題点やその原因
等をよく理解していることから，適切な現状把握が可
図1.　改善策別「活動類型」の構成比率
図2.　改善策別「改善効果あり」の比率（活動類型による差異）
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能となるであろう．そして，それらを踏まえた実効性
のある改善策の立案と実行につながることが期待でき
る．こうしたことが，職場環境改善において労働者参
加型が有効である要因と考えられる．
しかし，改善活動の当事者たる職場管理者や職場成
員は職場環境改善に関しては素人であり，その進め方
や留意点等に精通しているわけではない．それ故，社
内の保健師・看護師や外部の専門家等の活動支援者の
存在が必要になると想定される．
そこで，活動支援者の有無によって改善効果に差異
があるかどうかを検定した結果，表 3 に示したとおり，
活動支援者ありの場合では，改善効果ありの比率のほ
うが改善効果なしの比率よりも高い傾向にあった．
Nielsen and Randall（2013: 601）は，活動支援者の役
割として，支援的で信頼できる雰囲気づくり，当事者
意識の醸成や動機づけ，改善活動に関する助言・指導，
進捗状況の可視化を挙げている．したがって，職場管
理者や職場成員が職場環境改善を展開していく過程に
おいて，活動支援者による上述のような働きかけに
よって，改善活動が継続したり活性化したりした結果，
図3.　改善策別「活動支援者の有無」の構成比率
図4.　改善策別「改善効果あり」の比率（活動支援者の有無による差異）
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改善効果が得られたものと考えられる．
以上のとおり，職場環境改善において改善効果が得
られるには，当事者である労働者による参加型の活動
展開と，活動支援者のサポートが有効であることが明
らかとなった．
4.2　改善策と活動類型の関連性
それでは，改善策の相違によって改善効果に差異が
あるのであろうか．その全体的な傾向を把握するため
に，改善策と改善効果の有無とのクロス集計を実施し
た結果が表 6 である．合計値では，改善効果ありが
80.7％（n=221），改善効果なしが19.3％（n=53）であっ
た．また，改善効果ありの比率が上記合計値よりも高
かった改善策は，「作業負荷の軽減」（88.5％），「職場
活性化」（85.5％），「評価・報酬」（84.2％），「教育研
修の実施」（83.3％）であった．しかし，表 6 は改善
策の区別を行わずに全体をプールしたデータ（n=274）
による分析であるために，改善策ごとの特徴に言及で
きない．
そこで，改善策ごとに活動類型と改善効果の有無と
のクロス集計を行い，改善策と活動類型の関連性を分
析した．その結果，図 1 に示したとおり，労働者参加
型の比率が高い上位 4 項目は，「職場活性化」（98.4％），
「情報共有」（91.3％），「評価・報酬」（84.2％），「教育
研修の実施」（77.8％）であり，表4の区分では 6 ～ 9
に該当する改善策である．これらの具体的な実施内容
は，「経験の共有・分かち合い」，「定期的ミーティング」，
「意思決定への参加機会の拡大」，「コミュニケーショ
ンの活発化」，「チームワーク，職場一体感の醸成」，「日
常的なフィードバック」等，労働者間の相互作用のあ
り方に焦点を当てたものである．こうした改善策を実
行する場合には，当事者である労働者による参加型の
活動が多く選択されたものと考えられる．
一方，「生産方式の見直し」は実行された 9 件すべ
てが非参加型であった．この具体的な実施内容は表 4
に記したとおりである．つまり，「ジャスト・イン・
タイム生産方式」や「リーン生産方式」を導入したり，
「生産ラインのコンピュータ化」をしたりするなど，
生産現場全体に及ぶ改善策の場合には，ボトムアップ
型の労働者参加型ではなく，トップダウン型の経営者
主導型もしくは管理職主導型で実行されているのでは
ないかと推察される．
また図 2 に示したとおり，改善策によっては，労働
者参加型と非参加型との間で改善効果に差異がみられ
た．具体的には，「評価・報酬」の改善効果ありの比
率は，労働者参加型が100％，非参加型が 0 ％であった．
同様に，「職場活性化」では労働者参加型が86.9％，
非参加型が0％であった．つまり，この 2 つは労働者
図5.　改善策別「アウトカム改善効果」の差異
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参加型のほうが改善効果を得られやすいといえよう．
これらの改善策の具体的な実施内容には，上述した「意
思決定への参加機会の拡大」等の他にも，「従業員に
よる問題解決チームの設置」や「職場代表者による検
討委員会の設置」が含まれる（表4参照）．これらは典
型的な労働者参加型の改善活動であることから，改善
効果が得られやすかったものと考えられる．
一方，「作業負荷の軽減」の改善効果ありの比率は，
労働者参加型が100％，非参加型が70％であった．同
様に，「業務プロセスの見直し」では労働者参加型が
90.5％，非参加型が57.1％，「労働時間の見直し」では
労働者参加型が90.0％，非参加型が50.0％であった．
これらは，労働者参加型に加えて非参加型でも改善効
果が得られやすい改善策といえよう．
これは，同一の改善策の中でも，具体的な実施内容
には，労働者参加型に適した改善活動と非参加型に適
した改善活動とが混在しているためと考えられる．具
体的には，「作業負荷の軽減」のうち「重量物運搬手
順の見直し」や「荷揚げ負荷の軽減」，「業務プロセス
の見直し」のうち「作業手順の標準化」「作業準備時
間の増加」「共同作業の増加」，「労働時間の見直し」
のうち「業務スケジュールの見直し」や「休憩時間の
確保」等，労働者間での話し合いや連絡・調整が必要
となる改善活動では，労働者参加型が改善効果を得ら
れやすいであろう．他方，「作業負荷の軽減」のうち「安
全な機器の設置」や「安全管理システムの導入」，「業
務プロセスの見直し」のうち「職務再設計」，「労働時
間の見直し」のうち「フレックスタイムの導入」等，
装置・機器を設置したり制度やシステムを導入したり
する場合には，非参加型の改善活動であっても改善効
果が得られやすいものと考えられる．
　
4.3　改善策と活動支援者の関連性
次に，改善策ごとに活動支援者の有無と改善効果の
有無とのクロス集計を行い，改善策と活動支援者の関
連性を分析した．
その結果，図 3 に示したとおり，活動支援者ありの
比率が高い上位 3 項目は，「職場活性化」（50.0％），「評
価・報酬」（42.1％），「教育研修の実施」（36.1％）で
あり，表 4 の区分では6,8,9に該当する改善策である．
つまり，こうした労働者間の相互作用のあり方に焦点
を当てた改善策を実行する場合には，当事者である労
働者の参加に加えて，改善活動の進め方や留意点等に
精通している活動支援者の存在が必要とされるためと
考えられる．
一方，活動支援者なしの比率が高い上位 4 項目は，
「生産方式の見直し」（100.0％），「業務プロセスの見
直し」（97.1％），「作業負荷の軽減」（96.2％），「職場
体制の見直し」（90.0％）であり，表 4 の区分では 1
～ 3 及び 5 に該当する改善策である．この結果からは，
労働者の作業負荷の軽減，生産システム全体の改善，
仕事の進め方や作業手順の見直し，仕事を遂行するた
めの職場体制の見直し等に焦点を当てたこれらの改善
策では，社内の保健師・看護師に代表される活動支援
者のサポートは求めずに，職場環境改善の当事者であ
る職場管理者や職場成員を中心に改善策を実行してい
るものと推察される．
また図 4 に示したとおり， 9 件すべてが活動支援者
なしである「生産方式の見直し」以外は，すべて活動
支援者ありのほうが活動支援者なしよりも改善効果あ
りの比率が高かった．これは，論文単位での分析結果
である表3の結果と整合的である．「生産方式の見直し」
を除いて，改善策単位でみても活動支援者の有効性が
示唆された．
　
4.4　改善策とアウトカムの関連性
それでは，改善策によっていずれのアウトカムに改
善効果が認められるのであろうか．そのことを明らか
にするために，改善策ごとにアウトカム改善効果の差
異に関する度数分布表を作成し，改善策とアウトカム
の関連性を分析した．
その結果， 9 つの改善策のうち， 3 の「業務プロセ
スの見直し」から 9 の「評価・報酬」については，心
理社会的アウトカム及び健康アウトカムの両者ともに
改善効果が得られた比率が最も高かった．つまり，後
述する 2 つを除いた 7 つの改善策は，両者のアウトカ
ムの改善に関連することが示唆された．
一方， 1 の「作業負荷の軽減」では，健康アウトカ
ムのみに改善効果が得られた比率が53.8％と最も高
かった．この改善策の具体的な実施内容には，「個人
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用保護具の装着」，「荷揚げ負荷の軽減」，「移動補助装
置の導入」等が含まれる（表 4 参照）．これらの取り
組みが，労働者の疲労，肩や背部痛等を和らげたり，
欠勤・休業を減らしたりすることで，健康アウトカム
改善の比率が高くなったのと考えられる．
また， 2 の「生産方式の見直し」では，心理社会的
アウトカムのみに改善効果が得られた比率が77.8％と
最も高かった．この改善策の具体的な実施内容は，
「ジャスト・イン・タイム生産方式」，「リーン生産方式」
の導入や「生産ラインのコンピュータ化」である．し
たがって，これらの活動を通じて，製造工程の無駄・
ムラ・無理を排除し生産効率を高めたことが，仕事の
要求度・負荷の低減や人間工学的状態（事故率，傷害
率等）の改善に影響して，心理社会的アウトカム改善
の比率が高くなったのではないかと推察される．
4.5　本研究の課題
最後に，本研究の課題を 2 点指摘する．第 1 に，分
析方法に関する課題である．本稿では，論文単位の分
析では統計的仮説検定を実施している（表 2 ～ 3 ）が，
改善策単位の分析ではサンプル数が小さくなることか
ら統計的仮説検定を行っていない（表 6 及び図 1 ～
5 ）．したがって，本研究結果の解釈には一定の留保
が必要である．
第 2 に，研究国が欧州と北米中心であり，日本（論
文 2 本）以外にアジア諸国は含まれていない．また，
研究対象者は工場労働者や医療従事者等が多く，公務
員（論文 6 本）以外にオフィスワーカーは含まれてい
ない．今後は，実証研究を通して，職場環境改善の改
善策・方法と効果の関連性を明らかにしていくことが
求められる．とりわけ，日本におけるオフィスワーカー
について，それらを明らかにすることが本研究の課題
である．
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